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• 現実の職業の場で、学習する

• 雇用契約・徒弟契約などで、訓練期間中に賃金や訓練を受け
ることに対する報酬を受ける

• 訓練内容、訓練期間、訓練の場所が計画されている
(訓練中に変更の可能性はある)

• 現実の仕事をこなせるようになるために必要な学習期間が計
画される

• 必要に応じて学校形態の施設で学習する場合もある

ILO, ETUC, CEDEFOPなどの定義、解説を参照

徒弟訓練の定義
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欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(イギリス）
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欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(イギリス）
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欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(フィンランド）
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欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(フィンランド）
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欧州では、ポピュラーな徒弟訓練(フィンランド）

7

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

キャリア形成促進助成金のメニュー H28年度
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訓練コース
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制度導入コー
ス

キャリア形成促進助成金のメニュー H28年度
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キャリア形成促進助成金対象となる雇用型訓練の法構成
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• 雇用保険法
事業内職業能力開発計画/周知
年間職業能力開発計画/周知
職業能力開発推進者選任
定期的なキャリアコンサルティングの機会確保
実習併用職業訓練の認定を受ける

• 職業能力開発促進法（実習併用職業訓練）
OJT・Off-JTの密接な関連
教育訓練機関と期間、内容、評価等について協議
担当者の選任、教育訓練機関との連絡体制
期間、場所、職種、評価、費用負担等について訓練生に書面交付
客観的かつ公正な基準による職業能力の評価
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キャリア形成促進助成金が想定している職業訓練
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• 事業内職業能力開発計画

• 年間職業能力開発計画

• 職業能力開発推進者選任

• キャリアコンサルティング

• 職業能力標準/証明（ジョブカード）

• 密接な関連を持つOJT、Off-JTを組み合わ
せた訓練計画
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〜H13 H13 〜 H28 H29〜

生涯能力開発
給付金

キャリア形成促進助成金
人材育成支援

助成金

H16 訓練給付金

日本版デュアル受入企業の計画 助成

H18 訓練給付金

日本版デュアルシステム

時間数に対する定額

H19 訓練等支援給付金

認定実践型人材養成システム 類例を見ない職業訓練

OJT経費 単価/時間 担当者の賃金補助

H24 正規労働者

認定実習併用職業訓練

H29 生産性

に基づく助成
率の変更

キャリア形成促進助成金制度におけるOJTに対する助成の変遷

12

H15 2003 「若者自立・挑戦プラン」 日本版デュアルシステム導入
H16 2004.3 「日本版デュアルシステム協議会報告」 ①教育訓練機関主導型 ②企業主導型
H16 「専門高校等における 『日本版デュアルシステム』 の推進にむけて」
H17 「日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会」報告書」 「実践型人材養成システム」制度化提言
H18.11 実習併用職業訓練 の創設 職業能力開発促進法 改正
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• H15 2003 内閣府・厚生労働省・文部科学省・経済産業省

「若者自立・挑戦プラン」 日本版デュアルシステム導入

• H16 2004.3 厚生労働省日本版デュアルシステムの協議会

「日本版デュアルシステム協議会報告」
①教育訓練機関主導型 ②企業主導型 当面①、②は順次

• H16 2004.2 文部科学省 専門高校等における「日本版デュアルシステム」に関する調査研究協力者会議」

「専門高校等における 『日本版デュアルシステム』 の推進に
むけて」
専門高校中心 学校での講義等＋数週から数ヶ月の企業での就業

日本版デュアルシステムの導入経緯
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H１６．１０ 以降 計画に対する助成

14

第２８回労働政策審議会職業能力開発分科会平成18年1月30日 参考資料２ 資料２に係る資料集
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• H17 2005.11.29 厚生労働省

「日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会」
報告書」 「実践型人材養成システム」の制度化を提言

• H17 2005.12.21 厚生労働省

「今後の職業能力開発施策の在り方について(建議)」

日本版デュアルシステムの導入経緯

15

Copyright 2016 G.ARAI All Right Reserved

• 平成１８年度概算要求事項のポイント

• １． キャリア形成促進助成金の拡充

• デュアル訓練を実施した場合のOJTに係る事業主負担への助成措置や、長期間にわたる訓練の実施に対応
するための１訓練コース当たりの支給上限の引き上げを行う。

• ○ 拡充の概要

• デュアル訓練実施計画を作成し、デュアル訓練を実施した事業主に対して、次の措置を新たに講ずる。

• (1) OJT訓練部分についての支援

• OJT訓練を実施した場合に、３ヶ月を上限に、１ヶ月につき一律３万円を支給することとする。

• (2) １コース当たりの支給上限の改正

• １訓練コースに係る経費助成の支給上限5万円を、OFF-JTに係る総訓練時間数が300時間以上である訓練
については、その上限額を5万円から１0万円に、総時間数が600時間以上である訓練については20万円に引き
上げる。

H１８ OJT定額助成
「日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会」 報告書

16
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厚生労働省が推進する日本版デュアルシステム

• 公共職業能力開発施設（1〜2年）
普通課程・専門課程に一定の実習を設け企業に委託

• 民間職業訓練機関への委託（標準5ヶ月）
離職者等対象訓練に一定の実習を設け企業に再委託

• 専修学校などの民間教育訓練機関（1〜2年）
一定の実習を設け企業に委託（業界と専修学校の定型含）

• 雇用されている労働者対象（9ヶ月〜1年）
認定職業訓練の座学＋実習を改変 実習を企業で実習

• 業界団体による日本版デュアルシステム導入事業

教育訓練主導型 （日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会報告書）
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• 若者自立・挑戦プラン
実務・教育連結型人材育成システム（日本版デュアルシステム）』＝

若年者向けの実践的な教育・職業能力開発の仕組みとして、新たに、企業実習と教育・
職業訓練の組合せ実施により若者を一人前の職業人に育てる（仕組み）

• 日本版デュアルシステム協議会報告書
日本版デュアルシステムとは＝

企業における実習訓練と教育訓練機関における座学とを一体的に組み合わせた教育
訓練を行うことにより、若年者を一人前の職業人に育てることを目的とする新たな人材
育成システム

日本版デュアルシステムのシステム 実践型人材養成システムの定義

18
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• 専門高校等における「日本版デュアルシステム」の推進に向けて

スペシャリストの基礎・基本を養う教育、すなわち職業生活に必要な基礎的な技能や技
術などを身につけさせたり、勤労観、職業観を養ったりする教育に加えて
より実際的・実践的な職業知識と技術・技能を養う教育・訓練
生徒の職業的資質・能力を一層伸張し、

もって、専門高校等の教育の活性化を図るとともに、専門高校等と地域の産業・企業と
のパートナーシップを確立し、地域の産業・企業が求める人材など、社会に有為な人材
を育成しようとするもの

• （日本版デュアルシステムの今後の在り方についての研究会報告書）
「実習併用職業訓練」「座学・職場実習結合型職業訓練」「実践型人材養成システム」=

•
対象者の実践的な職業能力を涵養することにより、現場を支える一人前の職業人を育
成する…企業現場を担う一人前の実践力を備えた中核的な人材

訓練全体を通じた企業の主導性を確保しつつ、ＯＦＦ－ＪＴによる基本的な知識等の習
得については訓練希望者本人の負担の下に行う…。

日本版デュアルシステムのシステム 実践型人材養成システムの定義

19
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• 続きまして、二、事業主等の行う職業能力開発促進の措置です。

• …実習併用 職業訓練、建議では「実践型人材養成システム」の関係です。

…「理論面での学習とＯＪＴと効果的に組み合わせて実践的な職業 能力を開発する職業訓練につい

て、職業能力開発促進法に規定する事業主の行う多様な職 業訓練の一形態として位置付けること

が適当である」という建議をいただいたところです。

• これを踏まえて、…第９条に、…事業主の行われる…いろいろな訓練の形態等 が書いてありますが

、これに新しくこの組合せ型の訓練を付け加える。

• 建議…の６頁…「同時に、これまでに類例のない教育訓練の仕組みであること を踏まえ、能力開発

の質を確保する観点から、その適切かつ有効な実施を図る上で必要な 事項を、同法（職業能力開発

促進法）に基づく指針において示すことが適当である」とい う建議をいただいています。

これを踏まえて、要綱の（二）で指針の根拠規定を置いた…。

建議＝今後の職業能力開発施策の在り方について（建議）

06/02/01 第２９回労働政策審議会職業能力開発分科会 日時 平成１８年２月１日（水）
第28回労働政策審議会職業能力開発分科会 議事録について

20
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指針＝
労働者の実践的な職業能力の開発及び向上を促進するため

1. OJTとOff-JTが相互に密接な関連を有すること

2. 訓練の期間、内容、職業能力の評価の方法その他について、教
育訓練機関と十分に協議すること

3. 担当する者を選任し、教育訓練機関との緊密な連絡体制を整え
ること

4. 期間、場所、職種、評価の方法、費用負担、その他を事前に書
面で訓練生に交付すること。

5. 職業能力の評価の方法は、客観的かつ公正な基準によること。

実習併用職業訓練の適切かつ有効な実施を図るため事業主が講ずべき措置に関する指針

21
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• 第３６回労働政策審議会職業能力開発分科会

• 平成１９年３月28日（水）
資料2－1「雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案要綱」に係る諮問文（写）(PDF:258KB)

• 資料2－2キャリア形成促進助成金の概要(PDF:110KB)資料2－3

H１９ キャリ形改正 訓練等支援給付金 OJT６００／H 雇用保険法施行規則の一部を改正

22
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学校と企業 生徒

デュアルシステムへの
期待の違い

葛西工業高等学校
河野 眞由

今日のテーマ

１．デュアルシステムについて

２．学校と生徒 企業の期待

３．課題
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日本版デュアルシステムとは

Dual：二者の、二重の、二つの部分から成る

企業での実習（OJT）と学校での講義（Off JT）を
並行して行う、若年者向けの職業教育訓練シス
テム。文部科学省が平成16年度（2004）から一

部の高等学校で試験的に導入しているものと、
厚生労働省所管の高齢・障害・求職者雇用支援
機構が職業能力開発大学校・職業能力開発促
進センター・専修学校（委託訓練）などで行ってい
るものがある。

デジタル大辞泉より

• ＜1年生＞

• インターンシップ

• ＜２年生＞

• 長期就業訓練 １→ ２ヶ月の長期就業訓練での学び

• ＜３年生＞

• 長期就業訓練 ２→ ２ヶ月の長期就業訓練での学び

日本版デュアルシステムの構造(一例)
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４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

職場見学

職場見学

インターンシップ
３日間

長期就業訓練

長期就業訓練

就職試験

夏季休業 夏季休業 夏季休業

１年 ２年 ３年
３年間のスケジュール

(例)

長期就業訓練

長期就業訓練

１年時

実践

深める

知る

２年時

３年時

進路実現
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学校の
期待

生徒の
期待

企業の
期待

デュアルシステム科に対する期待

企

業

実

習

高い専門性を持つ生徒

勤労意欲のある生徒

社会奉仕の精神がある生徒

ものづくりの好きな生徒

明
確
な
進
路
決
定

育てたい生徒像

学校の期待
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生徒の期待

１．就職に有利

実習先に就職可能

２．実践力の向上

さまざまな業種を体験

３．勤労観・職業観の向上

企業への就職の在り方を知る

企業の期待

１．求人

ミスマッチを防ぐ

２．新人研修

即戦力の育成

３．職員の育成

離職率の低下
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日本のデュアルシステムが抱える課題

学校の
課題

生徒の
課題

企業の
課題

１．どんな生徒を想定するか
進学？ 就職？

２．⻑期企業実習で抜けた授業の⽳は
どうするか？

教育課程上の課題

学校の課題
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時間割の編成 単位数の計算

①夏期または冬期休業中の補習

②時間外補修(7時間目)

③長期企業実習で得られる８単位分を時間割りの中で補修として確保する。

月 火 水 木 金

補 補 補 補 補

補 補 補

月 火 水 木 金
１

２

３

４

５

６

単位数の計算

１．1単位は年間35週を基本(年間35時間授業をして１単位分)

２単位科目は７０時間、
３単位科目は１０５時間最低確保

２．長期就業訓練を2ヶ月間(8週間)とする。
1単位の授業を 時間割上週1時間で行うと、
理論上年間27時間（35-8）しか確保できない。
2単位科目・・・年間16時間不足
3単位科目・・・年間24時間不足
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2学年

月 火 水 木 金

1 国語総合 数学Ⅱ 体育 機械工作 実習

2 国語総合 数学Ⅱ 体育 機械工作 実習

3 国語総合 数学Ⅱ 体育 機械工作 実習

4 世界史Ａ 物理基礎 保健 機械製図 キャリア

5 世界史Ａ 物理基礎 コミュ英語Ⅰ 機械製図 キャリア

6 世界史Ａ 物理基礎  コミ英１保健 機械製図 HR

3学年

月 火 水 木 金

1 現代文A 数学Ⅱ 体育 実習 課題研究

2 現代文A 数学Ⅱ 体育 実習 課題研究

3 現代文A 数学Ⅱ 体育 実習 課題研究

4 現代社会 地学基礎 体育 家庭基礎 キャリア

5 現代社会 地学基礎 江戸 家庭基礎 キャリア

6 現代社会 地学基礎 江戸 家庭基礎 HR

週時程
一例(京都伏見工業高校を参考)

生徒の課題

１．生徒は企業で何を学ぶのか

・企業と学校の連携

・学校での学び

普通教科 専門教科
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１年

• 普通教科17単位

• 専門教科13単位

２年

• 普通教科12単位

• 専門教科 7単位

３年

• 普通教科14単位

• 専門教科 6単位

前期長期実習４単位 前期長期実習４単位企業見学

インターンシップ３日 後期長期実習４単位 後期長期実習４単位

普通教科 専門教科 割合(一例)

２．中小企業にとってのデュアル

・人材確保になるのか？

・企業の負担

企業の課題

ー　20　ー
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デュアルシステムの今後

より良い方向性は？
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